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景品表示法の目的

不当景品類及び表示による顧客の誘因を防止
 するため、一般消費者による自主的かつ合理

 的な選択を阻害するおそれのある行為の制限
 及び禁止について定めることにより、一般消費
 者の利益を保護

改正前は、不当表示等を「公正な競争を阻害」
に着目して規制（独禁法の特例法）

↓

一般消費者による選択の阻害自体に着目して規制
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規制の内容－景品類

○
 

規制の範囲、制限の内容は、内閣総理大
 臣告示により指定

☛
 

消費者委員会からの意見聴取・公聴会

○
 

現行の規制（第3条に基づく告示）

– 懸賞の場合：取引価額の20倍（上限10万円）

– 総付の場合：取引価額の2割（最低200円）

– ６業種（新聞、雑誌、不動産、医療関係3業種）
 について業種別の定め
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規制の内容－表示

不当表示の種類（第4条第1項）

優良誤認（商品・役務の内容について著しく優良と
誤認）

実際のもの、競争事業者に係るものとの関係で評価

有利誤認（商品・役務の取引条件について著しく有
利と誤認）

同上

上記のほか、取引に関する事項について一般消費
者に誤認を与えるおそれがあるとして内閣総理大臣
が指定するもの

指定形式は告示

指定については、消費者委員会からの意見聴取、公聴会
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不当表示の例

優良誤認表示

原材料に関するもの

（例）
 

カシミアの含有率、再生パルプ配合率

性能に関するもの

（例）
 

痩身効果、燃費向上、除菌

有利誤認

事実に反し、例外なく低料金が適用されるとの表示

不当な二重価格表示

過大包装（実際よりも量目が多いと誤認）
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不当表示の例（承前）

その他の不当表示
商品の原産国に関する不当な表示（昭和48年告示）

無果汁の清涼飲料水等についての表示（昭和48年
告示）
消費者信用の融資費用に関する不当な表示（昭和55

年告示）
不動産のおとり広告に関する表示（昭和55年告示）

おとり広告に関する表示（平成5年告示）

有料老人ホームに関する不当な表示（平成16年告
示）
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違反行為に対する措置

消費者庁長官（政令により委任）による措置
措置命令（景表法第6条）
• 不当表示を行っていたことの公示

• 再発防止措置

• 不作為命令
※

 
命令違反については、2年以下の懲役又は300万円

 以下の罰金（併科あり）。法人は3億円以下の罰金

都道府県知事による措置
指示（景表法第7条）
※

 
指示違反の場合、知事は消費者庁長官に措置請求

 可能
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最近の処理状況

年度 排除命令 警告 合計

平成20年度 ５２ ９ ６１

平成19年度 ５６ １９ ７５

平成18年度 ３２ ７ ３９

平成17年度 ２８ ３６ ６４

平成16年度 ２１ ２１ ４２

公正取引委員会による処理

都道府県知事による処理（指示）

年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

件数 １４ １１ １８ ２８ ２１
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